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要 旨








て検討する。2001 年後半において大企業の正規雇用が一挙に 100 万人近く減少した事態を後藤































第⚑に，「2001 年の大リストラ」の原因の⚑つを 2001 年⚔月に発足した小泉内閣による不良債
権の早期処理に求めている点である。小泉構造改革の「一番本質的なプロセスは大企業リストラ」
であり「企業大リストラは同時に不良債権処理」と述べて，2001 年から 2002 年にかけて民間大企
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後藤道夫氏の「2001 年の大リストラ」論への疑問（湯本 誠)
不良債権の最終処理が本格化するのは，「金融再生プログラム」が発表された 2002 年 10 月以降
のことであり，主要行における 2002 年度の破綻懸念先以下のオフバランス化額は約 12 兆円と前
年比で倍増している。日本の銀行全体の不良債権残高は，31 兆 8,050 億円（2000 年）→ 33 兆
6,300 億円（2001 年）→ 43 兆 2,070 億円（2002 年）→ 35 兆 3,390 億円（2003 年）と推移してお
り，小泉政権が誕生した 2001 年から翌年にかけて急増している。「経営上の都合」による離職者
数は，61 万 5,200 人（2000 年），84 万 2,300 人（2001 年），83 万 3,500 人（2002 年），64 万 5,800
人（2002 年），55 万 5,400 人（2003 年）と推移しており（「雇用動向調査」），他方で 2002 年の不
良債権処理額は 2001 年の約⚒倍になったが，それに伴う「経営上の都合」による離職は⚒倍には
なっておらず，むしろ離職者は不良債権急増期に増加している。不良債権処理の渦中の完全失業
者数（率）は，2003 年は⚑月の 362 万人（5.4％）から 12 月の 327 万人（4.9％）に，2004 年は
326 万人台（4.9％）から 296 万人台（4.5％）へと減少している（湯本誠〔2018：99〕）。
以上のように，小泉内閣が誕生した 2001 年と翌年は不良債権が増加しており，その処理が本格
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後藤道夫氏の「2001 年の大リストラ」論への疑問（湯本 誠)
当時，雇用情勢は極度に悪化し，2002 年平均の完全失業率は前年比 0.4 ポイント増の 5.4％，
完全失業者は前年比 19 万人増の 359 万人と 1953 年以降，戦後最悪を記録した（日本労働研究機





この報告書が発行されてから⚒年後の 2004 年⚑月，労働基準法第 18 条の⚒として，解雇に関
する条文が追加された。「解雇は，客観的に合理的な理由を欠き，社会通念上相当であると認めら
れない場合は，その権利を濫用したものとして，無効とする」という条文がそれである。これは
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後藤道夫氏の「2001 年の大リストラ」論への疑問（湯本 誠)
Questions about Mr. Michio Gotoʼs theory ofʠLarge Restructuring in 2001ʡ
YUMOTO Makoto
Abstract
Mr. Michio Goto is seekingʠLarge Restructuring in 2001ʡfor the following two factors.
One is the disposal of bad debts by the Koizumi administration, which was born in 2001, and
the other is Keidanrenʼs 2001 policy of dismantling long-term employment practices in
order to fundamentally improve the conditions for accumulating capital. However, as a
result of careful examination, it became clear that none of them was the cause of theʠLarge
Restructuring in 2001ʡ. Mr. Gotoʼs argument is nothing but aʠinferenceʡthat is not based
on facts.
Keywards: Large Restructuring in 2001, Bad debts disposal, Dismantling long-term
employment practices
（ゆもと まこと 札幌学院大学人文学部教授 産業・労働社会学専攻)
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